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ア
ジ
ア
経
済
に
つ
い
て
は
、

最
近
中
国
・
イ
ン
ド
な
ど
一
部

の
国
に
お
い
て
経
済
成
長
の
減

速
感
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
今

後
も
世
界
経
済
を
け
ん
引
す
る

役
割
自
体
に
変
化
は
な
く
、
世

界
市
場
に
お
け
る
存
在
感
は
一

層
高
ま
っ
て
い
る
。

　

国
際
通
貨
基
金
（
I
M
F
）

に
よ
れ
ば
、期
間
別（
1
9
8
0

～
2
0
0
0
年
と
2
0
0
0

～
18
年
で
比
較
）
の
世
界
の

経
済
成
長
に
対
す
る
寄
与
率

で
は
、
中
国
が
4
・
6
%
か

ら
21
・
1
%
へ
、
イ
ン
ド
が

1
・
3
%
か
ら
3
・
8
%
、

A
S
E
A
N
5
カ
国
（
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
フ
ィ

リ
ピ
ン
、
タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム
）

が
1
・
3
%
か
ら
4
・
2
%
と

軒
並
み
上
昇
率
が
顕
著
と
な
っ

て
い
る
。

　

特
に
ア
ジ
ア
各
国
市
場
の
ボ

リ
ュ
ー
ム
・
ゾ
ー
ン
で
あ
る
中

間
層
の
伸
び
が
大
き
く
、
こ
の

こ
と
が
今
後
の
経
済
成
長
を
裏

付
け
る
大
き
な
要
因
の
一
つ
で

あ
る
。

　世界経済の中で存在感が高まり続けているアジア経済。経済成長寄与率の高いアジア各国で、強
固なサプライチェーンを構築している日本企業と商社に求められる役割も比例するように拡大を続
けている。日本が掲げる成長戦略の中で、海外の成長を取り込む国際展開戦略の重要な柱であるイ
ンフラ整備と広域経済連携は、グローバル経済の高度化に大きく貢献する。こうしたなか、アジア経
済の成長に寄与する日本の施策と商社の機能の重要性について、日本貿易会（JFTC）に聞いた。

著
し
い
経
済
成
長
で

存
在
感
高
ま
る
ア
ジ
ア
市
場

国
際
分
業
の
一
環
か
ら

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築

ま
す
ま
す
拡
大
す
る

イ
ン
フ
ラ
需
要

　

グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
が
進
展
す

る
な
か
、
日
本
企
業
は
生
産
コ

ス
ト
の
削
減
や
円
高
に
対
応
す

る
た
め
、
国
際
分
業
の
一
環
と

し
て
積
極
的
な
ア
ジ
ア
展
開
を

進
め
、
同
地
域
に
お
け
る
貿
易

自
由
化
と
相
ま
っ
て
、
域
内
に

お
け
る
強
固
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ

ー
ン
を
構
築
し
て
い
る
。

　

今
や
、
日
本
企
業
に
と
っ
て

域
内
で
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

　

今
後
さ
ら
な
る
経
済
発
展
を

目
指
す
ア
ジ
ア
地
域
で
は
物
流

網
構
築
や
電
力
供
給
に
加
え
、

省
エ
ネ
や
環
境
技
術
関
連
な
ど

の
イ
ン
フ
ラ
整
備
は
不
可
欠

で
、
イ
ン
フ
ラ
需
要
は
ま
す
ま

す
拡
大
す
る
も
の
と
期
待
さ
れ

る
。
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
に
よ
れ

ば
、
2
0
1
0
〜
20
年
に
必
要

と
さ
れ
る
イ
ン
フ
ラ
総
投
資
額

は
累
計
で
8
兆
㌦
に
達
す
る
と

予
想
さ
れ
て
い
る
。

　

昨
年
6
月
に
政
府
か
ら
発
表

さ
れ
た
「
日
本
再
興
戦
略
」
に

は
、
成
長
す
る
ア
ジ
ア
経
済
を

取
り
込
む
国
際
展
開
戦
略
の
重

要
な
柱
と
し
て
イ
ン
フ
ラ
シ
ス

テ
ム
輸
出
を
位
置
付
け
て
お

り
、
そ
の
意
味
で
も
わ
が
国
に

と
っ
て
ア
ジ
ア
市
場
は
ま
す

ま
す
重
要
な
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
あ

る
。

の
高
度
化
は
経
営
戦
略
上
不
可

欠
で
あ
り
、
ア
ジ
ア
各
国
で
の

賃
金
上
昇
や
過
度
な
円
高
の
修

正
が
見
ら
れ
る
現
在
に
あ
っ
て

も
、
ア
ジ
ア
展
開
の
重
要
性
と

拡
大
傾
向
は
継
続
す
る
と
見
込

ま
れ
る
。

ア
ジ
ア
と
日
本
が
目
指
す

経
済
連
携

イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
輸
出
に

向
け
た
政
府
の
対
応

　

政
府
は
イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム

の
海
外
展
開
推
進
策
を
具
体
的

に
検
討
す
べ
く
、
昨
年
6
月
に

「
経
協
イ
ン
フ
ラ
戦
略
会
議
」

を
設
置
し
た
。
日
本
貿
易
会
と

し
て
も
、
一
昨
年
6
月
以
来
、

イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
輸
出
の
国

際
競
争
力
強
化
に
向
け
た
官
民

連
携
策
と
し
て
、
国
際
協
力
銀

行
（
J
B
I
C
）、
国
際
協
力

機
構
（
J
I
C
A
）、
日
本
貿

易
保
険
（
N
E
X
I
）
の
公
的

金
融
機
能
の
拡
充
を
要
望
し
て

き
た
。

　

そ
の
結
果
、
J
I
C
A
海
外

投
融
資
の
再
開
や
テ
ロ
な
ど
有

事
の
際
の
N
E
X
I
海
外
投
資

保
険
の
条
件
緩
和
を
盛
り
込
ん

だ
貿
易
保
険
法
改
正
な
ど
、
日

本
貿
易
会
の
要
望
が
着
実
に
実

現
し
て
い
る
。

ボ
ー
ダ
ー
レ
ス
化
の
な
か

広
が
る
商
社
の
役
割

　

イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
輸
出
推

進
に
向
け
て
商
社
は
、
案
件
組

成
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
段
階
で

　

日
本
貿
易
会
で
は
こ
れ
ま
で

に
も
日
経
「
ア
ジ
ア
の
未
来
」

特
集
で
も
意
見
広
告
を
し
て
い

る
が
、「
ア
ジ
ア
太
平
洋
自
由

貿
易
圏
（
F
T
A
A
P
）
の
実

現
」
を
目
指
す
べ
く
、
そ
の
道

程
と
し
て
、
R
C
E
P
(
A
S

E
A
N
+
6
)、
日
中
韓
F
T

A
な
ど
の
ア
ジ
ア
地
域
に
お
け

る
経
済
連
携
お
よ
び
T
P
P

（
環
太
平
洋
経
済
連
携
協
定
）

の
推
進
を
積
極
的
に
提
言
し
て

い
る
。

　

経
済
連
携
の
推
進
は
域
内
関

税
引
き
下
げ
・
撤
廃
と
と
も

に
、
わ
が
国
企
業
に
よ
る
対
外

投
資
の
保
護
・
促
進
、
国
際
的

二
重
課
税
の
調
整
を
進
め
、
結

果
と
し
て
、
ヒ
ト
・
モ
ノ
・
カ

ネ
・
情
報
の
自
由
な
動
き
を
図

り
、
な
か
で
も
上
述
し
た
強
固

な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
構
築

に
大
き
く
貢
献
す
る
。

は
、
当
該
国
の
需
要
や
地
域
特

性
な
ど
の
情
報
収
集
・
分
析
を

通
じ
た
案
件
の
発
掘
と
提
案
、

お
よ
び
資
金
調
達
の
枠
組
み
を

組
成
す
る
役
割
を
果
た
し
て
い

る
。
さ
ら
に
、
設
計
・
調
達
・

建
設
で
は
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
の

手
配
、
相
手
政
府
関
係
者
と
の

交
渉
、
管
理
・
運
営
で
は
事
業

コ
ス
ト
を
管
理
し
な
が
ら
利
益

を
確
保
す
る
経
営
を
担
っ
て
い

る
。
ア
ジ
ア
に
お
け
る
主
な
具

体
的
イ
ン
フ
ラ
事
業
と
し
て

は
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
テ
ィ
ラ

ワ
、
ダ
ウ
エ
ー
地
区
な
ど
の
工

業
団
地
を
は
じ
め
、
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
の
経
済
回
廊
構
想
、
イ
ン

ド
の
デ
リ
ー
・
ム
ン
バ
イ
産
業

大
動
脈
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。

つなぐ世界、むすぶ心 〜新たな英知で世界に貢献〜
　本年5月30日付にて、日本貿易会の会長
は、三井物産・槍田松瑩会長に代わり、新た
に伊藤忠商事・小林栄三会長が就任し、「つ
なぐ世界、むすぶ心〜新たな英知で世界に貢
献〜」という新キャッチフレーズを発表した。
　まさに、アジアをはじめとする世界各国で

日本貿易会の新キャッチフレーズ

ボーダーレス化が進展するなかで、商社業
界の英知を結集。日本が世界と広くつなが
り、ビジネスだけではなく、多様な価値観を
持つ世界の人々としっかり心を結び合ってい
くことで世界経済と社会の発展に貢献すべ
く積極的に提言活動などを展開している。
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